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はしがき 

 

第１次・第２次地方分権改革では、国と地方の関係を対等・協力の関係に変え

るという理念の下、地域が自らの創意と工夫により課題を解決するための制度

的基盤の構築が図られてきた。 

平成２５年６月に「第３次一括法」、平成２６年５月に「第４次一括法」が成

立し、地方公共団体に対する事務・権限の移譲や義務付け・枠付けの見直し等が

進められてきた。 

さらに、地方の発意に根ざした取組を推進する新たな手法として、個々の地方

公共団体等から地方分権改革に関する提案を広く募集し、それらの提案の実現

に向けて検討を行う「提案募集方式」が平成２６年から導入された。 

「提案募集方式」による地方公共団体等からの提案等を踏まえ、事務・権限の

移譲や義務付け・枠付けの見直し等を一層推進するため、平成２７年６月に「第

５次一括法」、平成２８年５月に「第６次一括法」、平成２９年４月に「第７次一

括法」、平成３０年６月に「第８次一括法」、令和元年５月に「第９次一括法」、

令和２年６月に「第 10次一括法」、令和３年５月には「第 11次一括法」が成立

した。 

このような地方分権に関する種々の改革の進展や課題を視野に入れながら、

地方分権に関する基本問題について先進的かつ実践的な調査研究を実施するた

め、平成１６年度に本研究会を設置し、検討を重ねてきた。令和３年度において

は、新型コロナウイルス感染症拡大防止への対応のため、令和２年度に引き続き

リモート形式により研究会を開催しており、本報告書は、その成果をとりまとめ

たものである。 

本報告書が、我が国の地方税財政を考える上での一助となれば幸いである。 

なお、本研究会は、一般財団法人全国市町村振興協会と一般財団法人自治総合

センターが共同で実施したものである。 
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2021/07/16 
第１回基本問題研究会 

倉地真太郎（明治大学） 
 
 

デンマークの地方財政制度と協調的政府間関係 
―2020 年の制度改革に注目して― 

 
１． デンマークの地方財政制度の概要 
１－１ デンマークの地方行政 
・人口約 584 万人（2021）≒兵庫県人口、国土は九州地方と同程度。 
・単一性国家、比例代表制、一院制、５つの広域自治体（リージョン）と 98 の基礎自治体
（コムーネ）の二層制を採用。 
・基礎自治体は保育、高齢者福祉、障害者福祉、義務教育、移民統合政策、生活保護、年金
事務などを担当、広域自治体は医療サービスや地域開発など、国は警察、防衛、司法、外交、
失業保険などを担当。 
・1970 年に教区を再編する形で基礎自治体が設置される。あわせて現行方式の（比例税率
の）地方所得税制と財政調整制度（後述）が導入される。 
・2007 年地方行財政改革によって 17 の県（アムト）は廃止。271 あった基礎自治体（コム
ーネ）を 98 まで統合（強制合併）。新たに５つの広域自治体（リージョン）に再編される。
広域自治体は課税権を持たず、国と基礎自治体の補助金により運営される。 
・県の所得税は一部が基礎自治体の地方所得税として税源移譲され、残りは国による医療拠
出金（広域自治体への包括補助金の財源）に。 
 
１－２ デンマークの財政調整制度(制度改革前) 
○地方税について 
・高い自主財源比率（７－８割）。その多くが地方所得税（税収の 9割）の税収。基礎自治
体の地方税収は主に地方所得税、土地税、サービス料金、全国一律で税率が定められている
法人税、調査税、不動産税がある（Økonoim og indenrigsministeriet ,2014:28）。この他にも
冠婚葬祭費を賄うための教会税が地方所得税の付加税として導入されている。 
→（ノルウェーを除き）北欧諸国は OECD 諸国の単一性国家の中では、地方税の課税自主
権（課税力）が強い国（片山,2013）。「協調的分権モデル」（持田,2006）。 
→地方所得税率は 2000 年代頃まで平均税率、最低税率、最高税率のいずれにおいても、少
しずつ引き上げられていった。だが、地方所得税率は自治体間でゆるやかに収斂していく傾
向（倉地,2019;Lotz,Blom-Hansen ＆ Hedde,2013）。 
・厳しい地方債の起債統制。すべての地方債が Kommunekredit（日本でいう地方公共団体
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金融機構）による共同発行債。評価はスタンダード＆プアーズが AAA/A-1+、ムーディー
ズが Aaa/P-1 業績見通し安定的 1。 
 
○財政調整制度について 
・デンマークは他の北欧諸国と同様に、地域間の再分配前の財政力格差が日本と比較して小
さく、補助金の依存度も高いわけではない（ロッツ,2006） 
・水平的財政調整制度（1970 年導入、地方所得税の課税ベースを統一・比例税率化）垂直
的財政調整度の組み合わせ 
・財政調整制度の目的は、各基礎自治体がほぼ平均的な地方税率で平均レベルの政府消費を
達成できる財政力を確保することである。課税標準と歳出ニーズをもとに調整。 
・財政調整制度には、「全市を対象にした均衡化（平衡交付金）」、「首都圏内の市を対象にし
た均衡化（平衡交付金）」、「財政力が弱い市に対する補助金 2」、「包括補助金 3」、「特別補助・
調整制度 4（例えば移民・難民・第 2 世代のための歳出ニーズの特別補助金：外国人数に応
じて拠出金が配分）」がある。 
・課税標準の均衡化の調整率は上の制度の種類によって異なるが、住民一人あたりの課税標
準の全国平均との差を均衡化（税率要因 5と均衡化率を乗じる）。課税標準は地方所得税の
課税標準＋課税可能土地の評価額の一定割合（稲沢,2005） 

 
1 Kommune Kredit,「デンマーク地方金融公庫（AAA/Aaa）」
（https://www.kommunekredit.dk/wp-
content/uploads/2017/07/KK_OnePager_Japanese_2016.pdf） 
2 自治体が算出した歳出ニーズと、全国平均の 95％を上回る課税標準の差額の 32％を補
助する（Social- og Indenrigsministeriet,2019:3） 
3 一部は構造的赤字が大きい基礎自治体の均衡化財源、一部は人口に応じて配分される
（Social- og Indenrigsministeriet,2019:3）。算定には自治体の課税標準が計算のベースにな
る。 
4 雇用助成金、移民・難民・子孫に関する自治体の追加歳出ニーズの補償、法人税の補
償、臨時財政支援金、高齢者介護総合支援事業補助金、高齢者介護品質強化事業補助金、 
高齢者ケアの質を向上させるための補助金、高齢者の孤独感を解消するための補助金、デ
イケアサービスの質を向上させるための補助金、特別な財政問題を抱える自治体への補助
金、経済的に困難な状況にある自治体への補助金、小さな島を持つ自治体への補助金、固
定ルートのない離島の自治体への補助金、離島の貨物輸送のコストを削減するための補助
金、離島の自動車・乗客のためのフェリーの運賃を削減するための補助金、教育統計の改
訂により損失を被った自治体への補助金、高齢者に対する歳出の会計処理の変更により損
失を被った自治体への補助金（Social- og Indenrigsministeriet,2019:5-6） 
5 経常支出・資本支出合計額÷所得税収 
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・歳出ニーズは約 3 分の２が異なる年齢層の住民数に年齢層ごとの単位金額をかけあわせ
たものとして算出。歳出ニーズの約３分の１（32.5％）に相当する社会経済基準
（Socioøkonomisk indeks）を加味することで、人口構造以外の社会的要因を踏まえて算出
する（Kommunernes Landsforening,2017:9） 
→失業者、職業訓練者、病人、教育・訓練を受けていない者、社会住宅居住者、単身世帯者、
低収入者、移民と第 2世代、シングルマザーなどを考慮。都市部だけでなく特定の地域も指
標が高くなる（図表１・２） 
→最終的には均衡化によって都市部から地方部への財源移転になる（図表３） 

 
図表１ 社会経済的基準の要素一覧 

 
出所：Social- og Indenrigsministeriet(2019:11,13)、自治体国際化協会『デンマークの地方
自治～地方自治体改革の経緯と現在の自治体取組事例～』Clair Report No.445(May 
30,2017)を基に作成。 
※農村部・人口 5000 人未満の市にある社会住宅、欠陥のある民間賃貸住宅、1920 年以前煮
立てられた住宅、夏季に使用されるコテージに住む世帯数などに基づいて決められる。 

 
 
 

基準
全国の市を対象と
した均衡化におけ
る比重

首都圏内の市を対象とした
均衡化における比重

20-59歳の失業者が５％以上の人数 19% 10%
25-49歳で職業訓練を受けていない人数 16% 25%
賃貸住宅アパートの世帯数 5% 8%
精神病患者の人数 5% 8%
特定の住居タイプ※の世帯数 15% 7%
親が教育を受けていない、ほとんど受けていな
い家庭の子どもの人数

8% 25%

65歳以上の単身者の人数 2.5% 7%
4年間のうち3年以上低収入である人数 8% -
精神障害者の人数 5%
移民とその子孫の人数 3% 5%
20-59歳で基礎的なスキルを身につけている人
数

5% -

推定年間人口減少数 2% -
片親の子どもの人数 4% 5%
3回以上別の市に移動している子ども 2.5% -
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図表２ 社会経済的指標の基礎自治体別分布（2021 年） 

 
注：緑色が濃くなるほど社会経済的基準の指標が高いことを示している。 
出所：Indenrigs og boligsministeriet HP「IMs Kommunale Nøgletal」より作成 
http://www.noegletal.dk/ 
 
図表３ 基礎自治体別財政調整による拠出・受取額（住民一人あたり）の分布 

 

注：緑色が濃くなるほど受取額が大きくなる。 
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出所：Indenrigs og boligsministeriet HP「IMs Kommunale Nøgletal」より作成 
http://www.noegletal.dk/ 
 

２． 政府間協議制度の概要 
２－１ 6 月合意：協調的システム 
・毎年度の地方財政計画に相当する枠組みを毎年６月に合意する（紳士協定であり、強制力
はない）。基本となる仕組みは 1970 年には導入されたが、当時は地方債や補助金総額の枠
組みを決定するのみ。1989 年代以降、税率、歳出総額、補助金、地方債だけでなく、各政
策領域についても合意を行う。 
・交渉は国側が財務省・内務省、地方側は地方政府代表組織の間で行う。地方政府代表組織
にはコムーネ協議会（KL）とリージョン協議会がある 6。 
・協議会のメンバーは各地方自治体の議長等から構成され、自治体拠出の財源から運営され
る組織。政策分野に応じた委員会が設置されており、合意のための交渉を行う。 

 
・合意後に地方政府代表組織は各地方自治体と交渉を開始する（図表４・５参照） 
・6 月下旬に KL が指標を発表し、8月に第一交渉。9 月に市議会が開かれ、9月に KL と再
度交渉し、10 月 15 日まで交渉をし、予算を決定する（例：A 自治体は 0.5％増税して、B
自治体は 0.5％減税して…全体で 0.1％増税という調整など） 
→住民サービスの拡充のために、合意を破って勝手に増税する自治体も出てくる。 

 
図表４ 政府間合意システムの概要 

 

 
6 2007 年地方行政制度改革でアムト協議会は廃止された。 

コムーネ連合
（2007年以前は
アムト連合も）

国（財務省、内
務省など）

コムーネ
議員代

表

6月合意

ヒアリング

歳出・税率
調整

事前に要望
を出し、合
意後交渉

10月地方政
府予算成立 予算成立

国会

税率・歳出
を調整

包括補助
金を要望

一部のコ
ムーネ

合意を守らず
勝手に増税

包括補助金
を削減

DUT原則

経済合意に
基づいた共
同債発行

事務レベルでの調整

－7－
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出典：KLヒアリング時の提供資料をもとに作成 
出所：倉地（2019）より抜粋。 
 
図表５ 経済合意後の調整 

 
出典：KLヒアリング時の提供資料をもとに作成 
出所：倉地（2019）より抜粋。 
 

２－２ 現行方式に至るまでの過程（倉地,2019 参照） 
・石油ショックによる財政収支の悪化→1980 年代初頭に国は増税と歳出削減による財政再
建を進める。国は一方的に包括補助金を削減。 
→地方政府代表組織は反発。国側が財源保障を行うことを要求。 
→各地方自治体は地方所得税率を勝手に引き上げて対抗（合意破り） 
→拡大総枠均衡原則（Det Udvidede Totalbalanceprincip、通称 DUT）が合意される。 
→国は各地方政府に対して財源保障を行う原則。 
・人口移動による財政的な影響 
・国の経済・財政政策による地方財政状況への影響 
→その代わりに地方政府代表組織は国の要求をのむ形で合意する。 
→地方自治体全体での平均税率の変化率、歳出の変化率、地方債発行額を毎年の交渉で合意
（ex.来年は平均 0.1％増で各地方自治体が調整） 
→平均税率を少しずつ引き上げて対人社会サービスの財源を確保していった（←1976年「生
活支援法」による自治体サービスの裁量制拡大） 
→1980 年代以降、都市部（特にコペンハーゲン市）と地方部の自治体が対立し、合意交渉
から離脱することも（その際は個別に合意を結ぶ形式に） 

 

経済合意（6月） 9月はじめ

市の代表会議

9月終わり

市の代表会議

予算採択

6月下旬/7月上旬

KLが指標を発表

10月15日まで

KLとコムーネ間の継続的

な会合

予算のフェーズ

8月
KLが予算見積もり

第一ラウンド

9月
KLが予算見積も

り

第二ラウンド
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２－３ 2007 年地方行財政改革と 2010 年代以降の中央統制の強化 
・県の廃止、広域自治体の設置。基礎自治体の再編（合併）→人口規模３万人を基準。 
・1970 年に地域医療保険を統合する形で県による税財源の公的医療サービス導入 
→（県内でしかアクセスできないため）待機時間の長期化→1990 年代以降、少しずつアク
セス要件を緩和していく→県間の財政調整が活発→統合していく必要性が生まれる。 
・2008 年世界金融危機による不動産バブルの崩壊。デンマークは他の北欧諸国よりも大き
な経済的ショックを受ける。2010 年代以降の財政再建へ。 

 
・2010 年代以前までの各自治体による合意破りは度々みられたが、それによる包括補助金
の削減はほとんど行われず。2012 年以降は税率維持や歳出上限の合意を破った自治体に対
して、包括補助金削減（いわゆる租税制裁）を個別的に、連帯責任的に行う方式へと改めら
れる（図表６参照）。 
・世界金融危機後の 2010 年代以降に合意を破る自治体が続出。租税制裁は合意水準、予算
水準、決算水準をみて、そのズレの大きさを確認して包括補助金の削減を決定する（図表７
参照） 

 
図表６ 租税制裁による包括補助金の削減方式 

 
出典：KLヒアリング調査時の提供資料 
出所：倉地（2019）より抜粋。 
 
図表７ 経済合意、予算、決算と租税制裁の関係 

 

年度 個別の地方政府（％） 地方政府全体（％）

1 75 25
2 50 50
3 50 50
4 25 75
5 0 100

2008 2009 2010 2011

合意 予算 決算

2012 2013 2014 20152007

決算時の
制裁

決算時の
制裁

予算時の
制裁

予算時の
制裁

予算時の
制裁

予算時の
制裁

予算時の
制裁

予算時の
制裁

2017

予算時の
制裁

2016

決算時の
制裁

決算時の
制裁

決算時の
制裁

決算時の
制裁

決算時の
制裁

決算時の
制裁

予算時の
制裁

予算時の
制裁
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出典：KLヒアリング調査時の提供資料 
出所：倉地（2019）より抜粋。 
 

３． 2020 年地方財政調整制度改革 
３－１ コロナ禍での対応 
・北欧諸国のコロナ対応の財政措置は国際的にみて突出して大きいとはいえない（図表８） 
図表８ コロナ対応の財政・金融政策の国際比較 

 
出典：IMF,Fiscal Monitor Database of Country Fiscal Measures in Response to the COVID-
19 Pandemic 
https://www.imf.org/en/Topics/imf-and-covid19/Fiscal-Policies-Database-in-Response-
to-COVID-19 

 
・2020年３月に政労使による賃金・売上補償スキームの合意→失業増を抑制（倉地,2021a）。 
・地方政府代表機関との交渉により財源保障に関する合意 
→迅速な意思決定で細やかな財源保障（倉地,2021a）。 
・公衆衆衛生局が独自の意思決定システムを持ち、国民の自発的な行動に委ねるスウェーデ
ンと異なり、デンマークは政労使が統合的なアプローチで迅速に対応したという特徴。 

 
 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

先進諸国におけるコロナ危機の財政金融措置の規模（対2020年
GDP、％、2021年4月時点）

財政出動（歳出増・歳入減） 金融出動（保証・ローン等）
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３－２ 制度改革の概要 7（図表９参照） 
・2020 年 5 月に政府（社会民主党等を中心とする左派中道政権）、自由党、急進左派党、社
会主義国民党、オルタナティブが合意。国は 2021 年に 65 億 DKK、2022 年に 71 億 DKK
措置。それ以降は 55 億 DKK措置 8。 
① 均衡化の強化 

均衡化システムの強化により都市部の拠出増（移民・難民の財政需要参入の削減含む）、
地方部の受け取り増加 9。 

② 均衡システムの簡素化 
歳出ニーズと課税標準の均衡化計算の簡素化 10 

③ よりより条件の福祉を提供するための均衡化 
財政力が特に低い自治体に対する特別補助の強化 11 

 

 
7 Finansministeriet,“Aftale om et nyt udligningssystem”2020.05.05. 
https://fm.dk/nyheder/nyhedsarkiv/2020/maj/aftale-om-et-nyt-udligningssystem/ 
8 Social- og Indenrigsministeriet Finansministeriet,”Statslig finansiering”2020.5.5. 
https://fm.dk/media/18463/statslige-finansiering_a.pdf 
9 具体的には、 
・人口数による財政需要の比重を 67％に引き上げ。 
・雇用調整補助金の均衡化システムの組み込み 
・失業者（被保険者）が多い自治体への支援強化 
・外国人数の算定の調整 
・経済社会的財政需要の基準に平均寿命を考慮 
10  
具体的には、 
・支出ニーズが全国平均を下回る自治体には全国平均の差の 93％を拠出 
・支出ニーズが全国平均を上回る自治体には全国平均の差の 95％を受取 
・課税標準が全国平均を下回る自治体には全国平均との差の 75％を受取 
・課税標準が全国平均を上回る自治体には全国平均との差の 75％を拠出 
・資本均衡化制度の廃止に伴って特別補助金プールの再構築（都市部から地方部への財源移
転の強化） 
11 主なものとしては、 
・財政力の低い自治体に対する特別補助金の強化 
・国境自治体、島嶼自治体、犯罪率が特に高い自治体に対する特別補助金 
・損失に対する特別補償制度 
・駐車場収入の調整された相殺制度など 
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図表９ 2020 年地方財政調整制度改革の影響 

 
注：この地図は、市町村の税収に占める拠出割合を示している。赤色で示された自治体はよ
り多くの拠出を、緑色で示された自治体はより多く補助金を受け取る。 
出所：Social- og Indenrigsministeriet「Virkning af reform af tilskuds- og udligningssystemet」
より抜粋 
https://fm.dk/media/18462/danmarkskort_virkning-af-reform-af-tilskuds-og-u 
 
３－３ 改革の背景と「オペア」をめぐる論争 
○都市部と地方部の対立 
・都市へのゆるやかな人口集中、コペンハーゲン周辺の地価高騰（世界金融危機直前の地価
を上回る状況）（倉地,2021c）。地方部自治体の高齢化。広がる地域間格差。 
・グレーター・コペンハーゲン地域 12の市議会議長たち 34 名が 2018 年 2 月に「ユトラン

 
12 グレーター・コペンハーゲンと呼ばれる、コペンハーゲンの都市エリア（urban area of 
Copenhagen）という区分である。ここでいう Urban とは、少なくとも 200 人以上の住民
がいる既成市街地（公共施設、公園、墓地などによる中断がない限り、建物間の距離は
200 メートル以下）であり、国連の都市部の定義に基づいている。この定義では、18 のコ
ムーネから構成され、先程の首都圏エリアより狭い地域を指すことになる。 

－12－



11 
 

ドへのお金の流れを止めよう」という主張を『Berlingske』誌の全面広告で呼びかけ 13。自
治体のサービス水準や市民の経済的余裕を犠牲にしてまで地方に配分する慣行は辞めるべ
きと主張。 
 
○排外主義路線と外国人労働者 
・極右政党・デンマーク国民党の台頭。2000年代以降、9.11 テロ、ユーロ導入国民投票否
決、極右政党台頭を背景に排外主義的政策が実施される。労働移民の受け入れの厳しい制限。 
→2019 年 6 月選挙で社会民主党ら左派政党が勝利し、極右政党・デンマーク国民党は大敗
するが、閣外協力期間の長さから社会民主党自身が排外主義的路線に部分的に変質（首相も
移民に対しては厳格なアプローチをとる）。 
→都市部自治体の社会住宅を「社会統合（地区に住む移民の割合を減らす）」の名目で、非
欧州諸国系住民の追い出しが訴訟問題までに発展（倉地,2021c）。 
・一方、オペア（Au-pair）と呼ばれる外国人（主にフィリピン人の若い女性）の短期滞在
労働者が増加。文化交流や高収入獲得が目的。ホストは生活費等を負担する（倉地,2021b）。 
・一部の都市部周辺の自治体は積極的にオペアを受け入れ→移民が増えて財政調整額の拠
出額が少なくなる上に難民の受け入れ枠が少なくなることが狙い→他の自治体から批判。 
→外国人労働者を低すぎる賃金で雇用、差別的な対応をしているとの批判 14。 
→管理職のデンマークの女性 15「オペアは日常生活のヒーロー」「オペアを批判する人は女
性の社会進出を妨げている」→女性のワークライフバランスの問題と移民問題が対立 
→オペアは構造的に高所得世帯がいる地域に集中→都市部周辺自治体にオペアが集中。 
→外国籍の住民数が財政需要の基準に算入されているため、オペアが集中する地区に補助
金が集中する構造に。他の自治体から不満。 
→2020 年 5月、財政調整制度改革によってオペアを財政需要に算入しないことを合意。 

 
13 https://www.berlingske.dk/politik/storkoebenhavn-i-faelles-front-vi-vil-ikke-betale-
mere-til-jyderne 
14 オペアの賃金水準が不当に低い水準も論争になっている。オペアのホストは最低
4350DKK（2019 年水準、約 9 万円）の給与を支払い、宿泊費、光熱水道代金、交通費、
食費を負担する。確かにこの額では少ないのだが、シンクタンク報告書では、ホストの負
担込みで税引き後の可処分所得を換算すると、オペア労働者の月収は最低でも
10700DKK(約 18万円)になるが、一方で未熟練労働者の月収は 11300DKKであることか
ら、必ずしも低賃金労働ではないともいえる。ただし、年金の便益が考慮されていなこと
や契約以上の労働時間が求められるケースもあり、一概に評価することが難しい（倉
地,2021b） 
15 Berlingske "Forsker og instruktør: »Au pair-diskussion sætter det hele på 
spidsen«"2019.12.18.,  
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→均衡化による都市部周辺自治体の受け取り分が大幅に減少。首都周辺自治体の Gentofte
市は流入人口の 4 人に 1 人がオペア労働者であり、制度改革で最も多くの財源を失う(倉
地,2021b) 
 
３－４ 経済合意 VS財政調整制度改革 
・都市部の強い反発もあり、2020 年度制度改革では（国が財政措置をすることで）多少都
市部の自治体の拠出分が減らされたが、それでも都市部から地方部への自治体への財源移
転が強化された。 
・均衡化の強化が行われたが、DR 社が実施したアンケートでは、財政調整制度改革で 30
の自治体の受取が増加したにもかかわらず、特に貧しい 16 の自治体の財源不足が深刻化と
回答 16（図表 10）。特に高齢化が進む（3 割以上高齢者）Langeland 市では認知症ケアセン
ターの再建で予算不足が深刻化（図表の細長い赤い自治体）。 
・財政調整制度改革の合意では、全体として地方所得税率が引き上げられないようにすると
したが、実際には補助金が減少した豊かな自治体が増税の必要性に迫られる 
→だが、合意に基づかない各自治体の増税は合意破りになり、租税制裁の対象となる可能性。
（バランスを取るため）もしくは他の自治体が減税をしなければならなくなる。 
→合計 15 の自治体が地方所得税増税を検討。新たな合意締結を行う。特に Gentofte 市に
とっては 2.8％の増税分に相当し、社会・内務省の発表額よりも大きい。市長は増税を期待。 
→激しい交渉。左派政党や中道右派の自由党等が支持。 
 
図表 10 特別補助金を受け取っている 16 の基礎自治体 

 
出所：DR“Uden særtilskud skal vi skære i service, siger borgmester: 'Og det bliver barskt'”

 
16 DR“Uden særtilskud skal vi skære i service, siger borgmester: 'Og det bliver barskt'”
2020,7,7.https://www.dr.dk/nyheder/indland/uden-saertilskud-skal-vi-skaere-i-service-
siger-borgmester-og-det-bliver-barskt 
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2020,7,7.https://www.dr.dk/nyheder/indland/uden-saertilskud-skal-vi-skaere-i-service-
siger-borgmester-og-det-bliver-barskt より抜粋。 
 
４．まとめと今後の課題 
・強力な政府間協議制度の機能。自治体全体では財政自主権を発揮することで、ミクロの財
源保障を維持。各地方自治体の税率や歳出枠組みの変更が地方政府代表組織によって調整
される制度構造。分権・協調的なモデルは地方政府代表組織による調整機能によって維持。 
・2007 年の地方行財政制度改革による県の廃止。病院サービスなどの集権化が進む。（揺り
戻しはあったものの）2000 年代を通して進められた財政再建政策と厳格な移民統合政策 
→2010 年代以降の国の統制（租税制裁による包括補助金削減）の強化？ 
→都市部へのゆるやかな人口集中と地価上昇→広がる地域間格差と均衡化の強化 
→2010 年代後半以降、強まる都市部自治体の反発 
→配分基準を巡る対立点の複数化：所得水準、ジェンダー平等、多文化共生 
→オペアを巡る論争：移民受け入れか、排除か？依存か、貢献か？の二元論ではなく、 
「ケア」の主体としての移民、相互依存を前提とした地方財政制度の構築をどうするかが焦
点になっている。 
・基礎自治体による合意破りによる増税や歳出の自治→住民自治の観点からの分析は今後
の課題。 
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2018 2019 2020
55.3 56.0 57.7 1.7 3.0% 100.0%
4.00 4.00 4.00 0.0 -1.0% 6.9%
11.9 12.00 12.2 0.2 1.6% 21.1%

30.7 31.5 32.7 1.2 3.9% 56.7%

1.9 1.9 2 0.1 7.3% 3.5%
0.7 0.7 0.6 -0.1 -8.6% 1.0%
0.3 0.1 0.2 0.1 46.5% 0.3%
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2018 2019 2020
10.1 11.2 12.9 1.7 14.9%
3.2 3.4 3.3 -0.1 -4.1%
6.4 7.2 8.7 1.5 20.9%
0.5 0.6 0.9 0.3 52.2%
2 1.8 2.3 0.5 25.6%
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〔 共 通 事 項 〕 

項         目 頁 

 

Ⅰ 防災・減災対策、国土強靱化及び震災等からの復旧・復興の推進 

 １ 防災・減災対策及び国土強靱化の推進…………………………………………… 

２ 東日本大震災からの復興及び近年の自然災害からの復旧・復興の推進……… 

  

Ⅱ 地方分権改革の推進及び国・地方を通ずる財政健全化 

 １ 地方歳出に対する国の関与の廃止・縮減等……………………………………… 

 ２ 地方公共団体の自主的な行財政改革への協力及び財政負担増等を伴う施策 

の抑制等………………………………………………………………………………… 

３ 国庫補助負担金の整理合理化等…………………………………………………… 

 

Ⅲ 国・地方公共団体間の財政秩序の確立等 

 １ 国庫補助負担金等に係る超過負担の解消………………………………………… 

 ２ 国庫支出金の性格に応じた改革の推進等………………………………………… 

 ３ 国と地方公共団体の財政負担の適正化…………………………………………… 

 ４ 国の施策に関連して設立された第三セクター等の経営健全化の取組への協力 

 

Ⅳ その他 

 １ 新型コロナウイルス感染症の克服等に向けた取組の推進……………………… 

 ２ デジタル・ガバメントの確立等に向けた取組の推進…………………………… 

 ３ 公共施設等の適正管理の推進……………………………………………………… 

 

 

１ 

１ 

 

 

１ 

 

１ 

１ 

 

 

２ 

２ 

２ 

２ 

 

 

３ 

３ 

３ 

 

〔 個 別 事 項 〕 

省 庁 名 項        目 頁 

 

内 閣 官 房 

 

 

 

 

復 興 庁 

 

内 閣 府 

 

 

 

 

 

 

１ 孤独・孤立対策の推進………………………………………………… 

２ 外国人材の受入れ環境整備の推進…………………………………… 

３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進…………………………… 

４ 医療・介護・少子化対策等に係る社会保障制度改革の推進……… 

 

１ 孤独・孤立対策の推進………………………………………………… 

 

１ 孤独・孤立対策の推進………………………………………………… 

２ 外国人材の受入れ環境整備の推進…………………………………… 

３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進…………………………… 

４ 医療・介護・少子化対策等に係る社会保障制度改革の推進……… 

５ ＰＰＰ／ＰＦＩの推進………………………………………………… 

６ 子育て支援施策の一層の充実等……………………………………… 

 

４ 

４ 

４ 

４ 

 

４ 

 

５ 

５ 

５ 

５ 

５ 

６ 

令和３年７月７日公表資料 
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省 庁 名 項        目 頁 

 

警 察 庁 

 

消 費 者 庁 

 

 

出入国在留

管理庁 

 

文部科学省 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産省 

 

 

 

 

 

 

 

林 野 庁 

 

経済産業省 

 

 

１ 孤独・孤立対策の推進………………………………………………… 

 

１ 孤独・孤立対策の推進………………………………………………… 

２ 外国人材の受入れ環境整備の推進…………………………………… 

 

１ 孤独・孤立対策の推進………………………………………………… 

２ 外国人材の受入れ環境整備の推進…………………………………… 

 

１ 孤独・孤立対策の推進………………………………………………… 

２ 外国人材の受入れ環境整備の推進…………………………………… 

３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進…………………………… 

４ 子育て支援施策の一層の充実等……………………………………… 

５ 少人数学級の計画的な整備…………………………………………… 

６ ＧＩＧＡスクール構想の推進………………………………………… 

 

１ 孤独・孤立対策の推進………………………………………………… 

２ 外国人材の受入れ環境整備の推進…………………………………… 

３ 医療・介護・少子化対策等に係る社会保障制度改革の推進……… 

４ 子育て支援施策の一層の充実等……………………………………… 

５ 持続可能な地域医療提供体制の確保………………………………… 

６ 地域生活支援事業の推進……………………………………………… 

７ 介護予防・日常生活支援総合事業の推進…………………………… 

８ 国民健康保険制度の安定的な運営の推進等………………………… 

９ 水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保に向けた取組の推進 

 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進…………………………………… 

２ 地域脱炭素を実現するための取組の推進…………………………… 

３ 水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保に向けた取組の推進 

４ 地域の安全・安心を確保するためのインフラ老朽化対策の推進… 

５ 直轄事業に係る事前協議及び事業費管理の徹底…………………… 

６ 後進地域の開発に関する公共事業の補助率差額の交付方法の改善 

７ 鳥獣被害対策の推進…………………………………………………… 

 

１ 林業公社の抜本的な経営対策等の推進……………………………… 

 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進…………………………………… 

２ 地域脱炭素を実現するための取組の推進…………………………… 

 

６ 

 

６ 

６ 

 

７ 

７ 

 

７ 

７ 

７ 

８ 

８ 

８ 

 

８ 

９ 

９ 

９ 

10 

10 

10 

10 

10 

 

11 

11 

11 

11 

11 

12 

12 

 

12 

 

12 

13 
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省 庁 名 項        目 頁 

 

国土交通省 

 

 

 

 

 

 

 

 

環 境 省 

 

 

１ 孤独・孤立対策の推進………………………………………………… 

２ 外国人材の受入れ環境整備の推進…………………………………… 

３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進…………………………… 

４ 水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保に向けた取組の推進 

５ 地域の安全・安心を確保するためのインフラ老朽化対策の推進… 

６ 直轄事業に係る事前協議及び事業費管理の徹底…………………… 

７ 後進地域の開発に関する公共事業の補助率差額の交付方法の改善 

８ 社会資本整備総合交付金制度の改善等……………………………… 

 

１ 地域脱炭素を実現するための取組の推進…………………………… 

２ 水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保に向けた取組の推進 

３ 鳥獣被害対策の推進…………………………………………………… 

 

13 

13 

13 

13 

13 

14 

14 

14 

 

14 

14 

14 
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 「経済財政運営と改革の基本方針 2021」（令和３年６月 18 日閣議決定）等を踏ま

え、以下の事項について所要の措置を講じられたい。 

 

【共通事項】 

 

Ⅰ 防災・減災対策、国土強靱化及び震災等からの復旧・復興の推進 

 １ 防災・減災対策及び国土強靱化の推進 

南海トラフ地震や首都直下地震等に関する防災・減災対策及び国土強靱化に関

する施策について、国として、その責務に応じ、所要の財源を確保されたいこと。 

 

２ 東日本大震災からの復興及び近年の自然災害からの復旧・復興の推進 

東日本大震災からの復興支援については、「「第２期復興・創生期間」以降に

おける東日本大震災からの復興の基本方針」（令和３年３月９日閣議決定）に基

づく事業が円滑に推進されるよう、必要な財政措置を講じられたいこと。 

また、近年の自然災害からの復旧・復興支援については、被災した地方公共団

体の意見を十分に踏まえ、復旧・復興に向けた事業が早期かつ円滑に推進される

よう、必要な財政措置を講じられたいこと。 

 

Ⅱ  地方分権改革の推進及び国・地方を通ずる財政健全化 

１ 地方歳出に対する国の関与の廃止・縮減等 

地方公共団体の自由度を拡大し自主性・自立性の強化を図る見地に立って、

地方分権改革の推進が地方創生における重要なテーマに位置づけられてい

ることも十分に踏まえ、国から地方への事務・権限の移譲等の国と地方の役

割分担の見直し及び義務付け・枠付けの見直しを進められたいこと。また、

地方歳出に対する国の関与の廃止・縮減や必置規制の見直し等を積極的に行

われたいこと。さらに、事務事業の廃止・縮小等を徹底して行われたいこと。

その際、地方の意見を十分に踏まえられたいこと。 

なお、事務事業の廃止・縮小等を行う場合には、その旨が明らかになるよ

う、法令等により所要の措置を講じられたいこと。 

 

２ 地方公共団体の自主的な行財政改革への協力及び財政負担増等を伴う施策の

抑制等 

  組織・機構の簡素合理化等の地方公共団体の自主的・主体的な行財政改革の

取組に積極的に協力するとともに、地方公共団体の財政負担の増加及び職員数

の増加を伴う施策については、厳に抑制されたいこと。やむを得ず、法令の改

正等に伴い事務量・職員数の増加が見込まれる場合にあっても、他の施策にお

いて見直しを行い、新規増員を抑制するなど、地方公共団体の適正な定員管理

に支障を来すことのないようにされたいこと。 

 

３ 国庫補助負担金の整理合理化等 

   国庫補助負担金については、整理合理化や補助条件の見直し等を積極的に推

進し、地方公共団体の自由度の拡大に努められたいこと。 
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Ⅲ 国・地方公共団体間の財政秩序の確立等 

１ 国庫補助負担金等に係る超過負担の解消 

   国庫補助負担金等に係る地方公共団体の超過負担については、実態の把握を

行い、これに基づき具体的な措置を講じ、その完全解消に格段の努力を払われ

たいこと。 

 

２ 国庫支出金の性格に応じた改革の推進等 

   国庫支出金のパフォーマンス指標について、指標の設定に当たっては、国庫

負担金については、国と地方の役割分担を前提に国が義務的に支出する経費で

あることから、引き続き、指標の対象から除くとともに、国庫負担金の制度全

体の検討を進めるに当たっては、地方への負担転嫁とならないよう、地方の意

見を十分に踏まえられたいこと。 

また、国庫補助金における更なるインセンティブの仕組みの強化を進めるに当

たっては、社会保障をはじめとする行政サービスの担い手である地方の意見を十

分に踏まえられたいこと。 

 

３ 国と地方公共団体の財政負担の適正化 

地方公共団体に権限及び責任のない事務事業に係る経費については、国と地方

公共団体との間の財政秩序を維持する見地から、地方公共団体に財政負担を求め

ることのないようにされたいこと。 

 

４  国の施策に関連して設立された第三セクター等の経営健全化の取組への協力 

土地開発公社、地方道路公社及び地方住宅供給公社並びに林業公社等の国の施

策に関連して設立された第三セクターは、地域において住民の暮らしを支える重

要な役割を担っているが、経営が悪化した場合には、地方公共団体の財政に影響

を及ぼすおそれがあるため、財政的リスクの高い第三セクター等について策定さ

れた経営健全化のための方針に基づく取組をはじめ、第三セクター等の効率化・

経営健全化の取組に対しては、適切な支援を行う等、積極的に協力されたいこと。 
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Ⅳ その他 

 １ 新型コロナウイルス感染症の克服等に向けた取組の推進 

   「経済財政運営と改革の基本方針 2021」に基づき、新型コロナウイルス感染

症の克服と経済の好循環に向けた取組を推進するに当たっては、地方の意見を

十分に踏まえるとともに、地方公共団体が必要な事業を円滑に実施できるよう、

所要の財源の確保をはじめ、必要な措置を講じられたいこと。 

 

 ２ デジタル・ガバメントの確立等に向けた取組の推進 

   「経済財政運営と改革の基本方針 2021」等に基づき、マイナンバー制度の活

用、行政手続のオンライン化をはじめとするデジタル・ガバメントの確立、デ

ジタル人材の育成等に向けた取組に当たっては、所要の国費を確保するなど、

必要な措置を講じられたいこと。 

   特に、地方公共団体の情報システムの統一・標準化に向けた取組に当たって

は、それに要する経費について全額国費によって措置するとともに、地方公共

団体への適時適切な情報提供を行うなど、必要な措置を講じられたいこと。 

 

 ３ 公共施設等の適正管理の推進 

   「インフラ長寿命化基本計画」（平成 25 年 11 月 29 日インフラ老朽化対策の

推進に関する関係省庁連絡会議決定）の行動計画として位置付けられる地方公

共団体の公共施設等総合管理計画等に基づき策定することとされている個別施

設計画の内容の充実を促進するとともに、未策定の場合は早急に策定されるよ

う必要な対策を講じること。 

また、個別施設計画に基づく老朽化対策等の適正管理に必要な事業を円滑に

実施できるよう、所要の財源を確保されたいこと。 
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【個別事項】 

 

（内閣官房） 

１ 孤独・孤立対策の推進（同旨復興庁、内閣府、警察庁、消費者庁、出入国在留

管理庁、文部科学省、厚生労働省、国土交通省） 

  孤独・孤立対策の重点計画の策定に当たっては、地方の意見を十分に踏まえる

とともに、地方公共団体が地域の実情に応じ必要な事業を円滑に実施できるよう、

所要の財源の確保をはじめ、必要な措置を講じられたいこと。 

 

２ 外国人材の受入れ環境整備の推進（同旨内閣府、消費者庁、出入国在留管理庁、

文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省）  

 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和３年６月 15 日外国人

材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）等を踏まえた取組を進めるに当た

っては、地方の意見を十分に踏まえつつ、地方公共団体が地域の実情に応じ、外

国人児童生徒等への支援体制の整備等の必要な事業を円滑に実施できるよう、所

要の財源の確保をはじめ、必要な措置を講じられたいこと。 

 また、外国人受入環境整備交付金については、地方の意見を十分に踏まえ、補

助要件の緩和を図られたいこと。 

 

３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進（同旨内閣府、文部科学省、農林水産

省、経済産業省、国土交通省、環境省） 

  「地域脱炭素ロードマップ」（令和３年６月９日国・地方脱炭素実現会議決定）

等を踏まえた地域脱炭素を実現するための取組を進めるに当たっては、地方の意

見を十分に踏まえ、総合的な交付金の創設等の必要な措置を講じられたいこと。 

 

４ 医療・介護・少子化対策等に係る社会保障制度改革の推進（同旨内閣府、厚生

労働省） 

  「経済財政運営と改革の基本方針 2021」に基づき行われる医療・介護・少子化

対策をはじめとする社会保障全般の総合的な検討に当たっては、社会保障の多く

が地方公共団体を通じて国民に提供されており、地方公共団体の役割は極めて大

きいことから、地方の意見を十分に踏まえられたいこと。 

 

（復興庁） 

１ 孤独・孤立対策の推進（同旨内閣官房、内閣府、警察庁、消費者庁、出入国在

留管理庁、文部科学省、厚生労働省、国土交通省） 

孤独・孤立対策の重点計画の策定に当たっては、地方の意見を十分に踏まえる

とともに、地方公共団体が地域の実情に応じ必要な事業を円滑に実施できるよう、

所要の財源の確保をはじめ、必要な措置を講じられたいこと。 
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（内閣府） 

１ 孤独・孤立対策の推進（同旨内閣官房、復興庁、警察庁、消費者庁、出入国在

留管理庁、文部科学省、厚生労働省、国土交通省） 

  孤独・孤立対策の重点計画の策定に当たっては、地方の意見を十分に踏まえる

とともに、地方公共団体が地域の実情に応じ必要な事業を円滑に実施できるよう、

所要の財源の確保をはじめ、必要な措置を講じられたいこと。 

 

２ 外国人材の受入れ環境整備の推進（同旨内閣官房、消費者庁、出入国在留管理

庁、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省）  

 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和３年６月 15 日外国人

材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）等を踏まえた取組を進めるに当た

っては、地方の意見を十分に踏まえつつ、地方公共団体が地域の実情に応じ、外

国人児童生徒等への支援体制の整備等の必要な事業を円滑に実施できるよう、所

要の財源の確保をはじめ、必要な措置を講じられたいこと。 

 また、外国人受入環境整備交付金については、地方の意見を十分に踏まえ、補

助要件の緩和を図られたいこと。 

 

３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進（同旨内閣官房、文部科学省、農林水

産省、経済産業省、国土交通省、環境省） 

  「地域脱炭素ロードマップ」（令和３年６月９日国・地方脱炭素実現会議決定）

等を踏まえた地域脱炭素を実現するための取組を進めるに当たっては、地方の意

見を十分に踏まえ、総合的な交付金の創設等の必要な措置を講じられたいこと。 

 

４ 医療・介護・少子化対策等に係る社会保障制度改革の推進（同旨内閣官房、厚

生労働省） 

  「経済財政運営と改革の基本方針 2021」に基づき行われる医療・介護・少子化

対策をはじめとする社会保障全般の総合的な検討に当たっては、社会保障の多く

が地方公共団体を通じて国民に提供されており、地方公共団体の役割は極めて大

きいことから、地方の意見を十分に踏まえられたいこと。 

 

５ ＰＰＰ／ＰＦＩの推進 

「経済財政運営と改革の基本方針 2021」等を踏まえ、地方公共団体における多

様なＰＰＰ／ＰＦＩの活用が進むよう、人口 20 万人未満の地方公共団体を含め、

実効ある優先的検討の運用や地域プラットフォームの形成、案件発掘支援の拡充

等、適切な支援を行われたいこと。 

また、成果連動型民間委託契約方式の普及促進のため、事業実施効果としての

社会的便益等に係るデータの整備や情報提供を推進されたいこと。 
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６ 子育て支援施策の一層の充実等（同旨文部科学省、厚生労働省） 

  子ども・子育て支援の更なる「質の向上」を図るため、地方負担分も含めて、

消費税分以外にも、所要の財源を確保されたいこと。 

  また、「子ども・子育て支援法の一部を改正する法律」（令和元年法律第７号）

附則第 18 条に基づく認可外保育施設の無償化に係る措置の検討に当たっては、

「幼児教育・保育の無償化に関する協議の場」における協議の内容も含め、地方

の意見を十分に踏まえられたいこと。 

あわせて、認定こども園の施設整備費補助は一元化されておらず、交付事務が

煩雑である等の課題について、引き続き、実効性のある運用改善措置を講じられ

たいこと。 

さらに、待機児童の解消に向け、「新子育て安心プラン」や「新・放課後子ど

も総合プラン」に基づく受け皿整備に取り組むに当たっては、所要の財源を確保

されたいこと。なお、保育体制強化事業については、地方公共団体が地域の実情

に応じ必要な事業を円滑に実施できるよう、必要な財政措置を講じられたいこと。 

また、「経済財政運営と改革の基本方針 2021」や「児童虐待防止対策体制総合

強化プラン」（平成 30 年 12 月 18 日児童虐待防止対策に関する関係府省庁連絡会

議決定）等に基づく児童虐待防止対策の実施に当たっては、所要の財源を確保さ

れたいこと。 

 

（警察庁） 

１ 孤独・孤立対策の推進（同旨内閣官房、復興庁、内閣府、消費者庁、出入国在

留管理庁、文部科学省、厚生労働省、国土交通省） 

  孤独・孤立対策の重点計画の策定に当たっては、地方の意見を十分に踏まえる

とともに、地方公共団体が地域の実情に応じ必要な事業を円滑に実施できるよう、 

所要の財源の確保をはじめ、必要な措置を講じられたいこと。 

 

（消費者庁） 

１ 孤独・孤立対策の推進（同旨内閣官房、復興庁、内閣府、警察庁、出入国在留

管理庁、文部科学省、厚生労働省、国土交通省） 

  孤独・孤立対策の重点計画の策定に当たっては、地方の意見を十分に踏まえる

とともに、地方公共団体が地域の実情に応じ必要な事業を円滑に実施できるよう、

所要の財源の確保をはじめ、必要な措置を講じられたいこと。 

 

２ 外国人材の受入れ環境整備の推進（同旨内閣官房、内閣府、出入国在留管理庁、

文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省）  

 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和３年６月 15 日外国人

材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）等を踏まえた取組を進めるに当た

っては、地方の意見を十分に踏まえつつ、地方公共団体が地域の実情に応じ、外

国人児童生徒等への支援体制の整備等の必要な事業を円滑に実施できるよう、所

要の財源の確保をはじめ、必要な措置を講じられたいこと。 

 また、外国人受入環境整備交付金については、地方の意見を十分に踏まえ、補

助要件の緩和を図られたいこと。 
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（出入国在留管理庁） 

１ 孤独・孤立対策の推進（同旨内閣官房、復興庁、内閣府、警察庁、消費者庁、

文部科学省、厚生労働省、国土交通省） 

  孤独・孤立対策の重点計画の策定に当たっては、地方の意見を十分に踏まえる

とともに、地方公共団体が地域の実情に応じ必要な事業を円滑に実施できるよう、

所要の財源の確保をはじめ、必要な措置を講じられたいこと。 

 

２ 外国人材の受入れ環境整備の推進（同旨内閣官房、内閣府、消費者庁、文部科

学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省）  

 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和３年６月 15 日外国人

材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）等を踏まえた取組を進めるに当た

っては、地方の意見を十分に踏まえつつ、地方公共団体が地域の実情に応じ、外

国人児童生徒等への支援体制の整備等の必要な事業を円滑に実施できるよう、所

要の財源の確保をはじめ、必要な措置を講じられたいこと。 

 また、外国人受入環境整備交付金については、地方の意見を十分に踏まえ、補

助要件の緩和を図られたいこと。 

 

（文部科学省） 

１ 孤独・孤立対策の推進（同旨内閣官房、復興庁、内閣府、警察庁、消費者庁、

出入国在留管理庁、厚生労働省、国土交通省） 

  孤独・孤立対策の重点計画の策定に当たっては、地方の意見を十分に踏まえる

とともに、地方公共団体が地域の実情に応じ必要な事業を円滑に実施できるよう、

所要の財源の確保をはじめ、必要な措置を講じられたいこと。 

 

２ 外国人材の受入れ環境整備の推進（同旨内閣官房、内閣府、消費者庁、出入国

在留管理庁、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省）  

 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和３年６月 15 日外国人

材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）等を踏まえた取組を進めるに当た

っては、地方の意見を十分に踏まえつつ、地方公共団体が地域の実情に応じ、外

国人児童生徒等への支援体制の整備等の必要な事業を円滑に実施できるよう、所

要の財源の確保をはじめ、必要な措置を講じられたいこと。 

 また、外国人受入環境整備交付金については、地方の意見を十分に踏まえ、補

助要件の緩和を図られたいこと。 

 

３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進（同旨内閣官房、内閣府、農林水産省、

経済産業省、国土交通省、環境省） 

  「地域脱炭素ロードマップ」（令和３年６月９日国・地方脱炭素実現会議決定）

等を踏まえた地域脱炭素を実現するための取組を進めるに当たっては、地方の意

見を十分に踏まえ、総合的な交付金の創設等の必要な措置を講じられたいこと。 
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４ 子育て支援施策の一層の充実等（同旨内閣府、厚生労働省） 

  子ども・子育て支援の更なる「質の向上」を図るため、地方負担分も含めて、

消費税分以外にも、所要の財源を確保されたいこと。 

  また、「子ども・子育て支援法の一部を改正する法律」（令和元年法律第７号）

附則第 18 条に基づく認可外保育施設の無償化に係る措置の検討に当たっては、

「幼児教育・保育の無償化に関する協議の場」における協議の内容も含め、地方

の意見を十分に踏まえられたいこと。 

あわせて、認定こども園の施設整備費補助は一元化されておらず、交付事務が

煩雑である等の課題について、引き続き、実効性のある運用改善措置を講じられ

たいこと。 

さらに、待機児童の解消に向け、「新子育て安心プラン」や「新・放課後子ど

も総合プラン」に基づく受け皿整備に取り組むに当たっては、所要の財源を確保

されたいこと。なお、保育体制強化事業については、地方公共団体が地域の実情

に応じ必要な事業を円滑に実施できるよう、必要な財政措置を講じられたいこと。 

また、「経済財政運営と改革の基本方針 2021」や「児童虐待防止対策体制総合

強化プラン」（平成 30 年 12 月 18 日児童虐待防止対策に関する関係府省庁連絡会

議決定）等に基づく児童虐待防止対策の実施に当たっては、所要の財源を確保さ

れたいこと。 

 

５ 少人数学級の計画的な整備 

  「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律の一部を

改正する法律」（令和３年法律第 14 号）に基づく少人数学級の計画的な整備に係

る教職員定数の効果的な配置や質の高い教員の確保等の課題の解決に当たっては、

国・地方を通じた厳しい財政状況に配慮しつつ、地方の意見を十分に踏まえ、適

切な措置を講じられたいこと。 

また、国において、少人数学級の実施に伴う使用教室の充足状況を継続的に把

握するとともに、教室不足が発生する場合には、その不足を解消するため、所要

の財源を確保されたいこと。 

 

６ ＧＩＧＡスクール構想の推進 

  「経済財政運営と改革の基本方針 2021」及び「ポストコロナ期における新たな

学びの在り方について（第十二次提言）」（令和３年６月３日教育再生実行会議

決定）に基づき、ＧＩＧＡスクール構想により整備された１人１台端末を活用し

た教育を推進するため、ＩＣＴ人材等の支援について、地方の意見を十分に踏ま

え、必要な財政措置を講じられたいこと。 

 

（厚生労働省） 

１ 孤独・孤立対策の推進（同旨内閣官房、復興庁、内閣府、警察庁、消費者庁、

出入国在留管理庁、文部科学省、国土交通省） 

  孤独・孤立対策の重点計画の策定に当たっては、地方の意見を十分に踏まえる

とともに、地方公共団体が地域の実情に応じ必要な事業を円滑に実施できるよう、

所要の財源の確保をはじめ、必要な措置を講じられたいこと。 

－73－



- 9 - 

 

２ 外国人材の受入れ環境整備の推進（同旨内閣官房、内閣府、消費者庁、出入国

在留管理庁、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省）  

 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和３年６月 15 日外国人

材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）等を踏まえた取組を進めるに当た

っては、地方の意見を十分に踏まえつつ、地方公共団体が地域の実情に応じ、外

国人児童生徒等への支援体制の整備等の必要な事業を円滑に実施できるよう、所

要の財源の確保をはじめ、必要な措置を講じられたいこと。 

 また、外国人受入環境整備交付金については、地方の意見を十分に踏まえ、補

助要件の緩和を図られたいこと。 

 

３ 医療・介護・少子化対策等に係る社会保障制度改革の推進（同旨内閣官房、内

閣府） 

  「経済財政運営と改革の基本方針 2021」に基づき行われる医療・介護・少子化

対策をはじめとする社会保障全般の総合的な検討に当たっては、社会保障の多く

が地方公共団体を通じて国民に提供されており、地方公共団体の役割は極めて大

きいことから、地方の意見を十分に踏まえられたいこと。 

 

４ 子育て支援施策の一層の充実等（同旨内閣府、文部科学省） 

  子ども・子育て支援の更なる「質の向上」を図るため、地方負担分も含めて、

消費税分以外にも、所要の財源を確保されたいこと。 

  また、「子ども・子育て支援法の一部を改正する法律」（令和元年法律第７号）

附則第 18 条に基づく認可外保育施設の無償化に係る措置の検討に当たっては、

「幼児教育・保育の無償化に関する協議の場」における協議の内容も含め、地方

の意見を十分に踏まえられたいこと。 

あわせて、認定こども園の施設整備費補助は一元化されておらず、交付事務が

煩雑である等の課題について、引き続き、実効性のある運用改善措置を講じられ

たいこと。 

さらに、待機児童の解消に向け、「新子育て安心プラン」や「新・放課後子ど

も総合プラン」に基づく受け皿整備に取り組むに当たっては、所要の財源を確保

されたいこと。なお、保育体制強化事業については、地方公共団体が地域の実情

に応じ必要な事業を円滑に実施できるよう、必要な財政措置を講じられたいこと。 

また、「経済財政運営と改革の基本方針 2021」や「児童虐待防止対策体制総合

強化プラン」（平成 30 年 12 月 18 日児童虐待防止対策に関する関係府省庁連絡会

議決定）等に基づく児童虐待防止対策の実施に当たっては、所要の財源を確保さ

れたいこと。 
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５ 持続可能な地域医療提供体制の確保 

  持続可能な地域医療提供体制の確保に向けて、「経済財政運営と改革の基本方

針 2021」に基づく今般の感染症対応の検証等の観点も踏まえた地域医療構想の推

進に当たっては、地方の意見を十分に踏まえられたいこと。 

また、医療・介護サービスの提供体制改革のための地域医療介護総合確保基金

については、地方公共団体が地域の実情に応じ必要な事業を円滑に実施できるよ

う、引き続き、所要の財源を確保するとともに、基金本来の役割を十分果たせる

ような運用改善措置を講じられたいこと。 

 

６ 地域生活支援事業の推進 

  「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（平成 17 年

法律第 123 号）に基づく地域生活支援事業については、支援ニーズが増加してい

る実態や地方の意見を十分に踏まえ、所要の国費を確保するとともに、地方公共

団体が地域の実情に応じ必要な事業を円滑に実施できるよう、適切に事業の在り

方の見直しを進められたいこと。 

 

７ 介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

  介護予防・日常生活支援総合事業について、地方公共団体が地域の実情に応じ

必要な事業を円滑に実施できるよう、地方の意見を十分に踏まえ、必要な措置を

講じられたいこと。 

 

８ 国民健康保険制度の安定的な運営の推進等 

  都道府県が国民健康保険の財政運営の責任主体となる新制度を円滑に運営でき

るよう、「今後の社会保障改革の実施について」（平成 28 年 12 月 22 日社会保障

制度改革推進本部決定）に基づき拡充した財政支援を着実に実施されたいこと。 

  あわせて、決算補てんを目的とする法定外の一般会計からの繰入金等の計画的

な解消に向けて、地方公共団体において繰入が行われている要因等の把握・分析

を行い、解消に向けた取組を促進されたいこと。 

  また、普通調整交付金の算定方法について、見直しを検討するに当たっては、

地域差に関する調整・配分の在り方を検証し、新制度の円滑な運営に配慮すると

ともに、地方の意見を十分に踏まえられたいこと。 

  このほか、乳幼児医療費の自己負担の在り方について、医療保険制度を含む全

国的な制度での対応を検討されたいこと。 

 

９ 水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保に向けた取組の推進（同旨農林水

産省、国土交通省、環境省） 

地方公共団体の水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保のため、広域化等

の推進や施設の老朽化対策に必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の財源を

確保されたいこと。 
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（農林水産省） 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進（同旨内閣官房、内閣府、消費者庁、出入国

在留管理庁、文部科学省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省）  

 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和３年６月 15 日外国人

材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）等を踏まえた取組を進めるに当た

っては、地方の意見を十分に踏まえつつ、地方公共団体が地域の実情に応じ、外

国人児童生徒等への支援体制の整備等の必要な事業を円滑に実施できるよう、所

要の財源の確保をはじめ、必要な措置を講じられたいこと。 

 また、外国人受入環境整備交付金については、地方の意見を十分に踏まえ、補

助要件の緩和を図られたいこと。 

 

２ 地域脱炭素を実現するための取組の推進（同旨内閣官房、内閣府、文部科学省、

経済産業省、国土交通省、環境省） 

  「地域脱炭素ロードマップ」（令和３年６月９日国・地方脱炭素実現会議決定）

等を踏まえた地域脱炭素を実現するための取組を進めるに当たっては、地方の意

見を十分に踏まえ、総合的な交付金の創設等の必要な措置を講じられたいこと。 

 

３ 水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保に向けた取組の推進（同旨厚生労

働省、国土交通省、環境省） 

地方公共団体の水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保のため、広域化等

の推進や施設の老朽化対策に必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の財源を

確保されたいこと。 

 

４ 地域の安全・安心を確保するためのインフラ老朽化対策の推進（同旨国土交通

省） 

  地域の安全・安心を確保するため、地方公共団体が道路をはじめとするインフ

ラの老朽化対策に係る事業を早期かつ円滑に実施できるよう、所要の財源を確保

するとともに、事業の進捗が遅れている市町村への支援など必要な措置を講じら

れたいこと。 

 

５ 直轄事業に係る事前協議及び事業費管理の徹底（同旨国土交通省）  

  地方公共団体に対する説明責任の観点から、直轄事業の計画・実施・変更に係

る地方公共団体との事前協議については、地方の意見を十分反映できるよう、協

議の方法や回数等の工夫によりその内容を充実させるとともに、あらかじめ十分

な時間的余裕をもって行われたいこと。 

また、当初計画における工期及び事業費を超えて事業が行われることがないよ

う、効率的な事業実施及びコスト縮減を徹底されたいこと。 
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６ 後進地域の開発に関する公共事業の補助率差額の交付方法の改善（同旨国土交

通省） 

  後進地域における開発指定事業に係る補助率差額については、「後進地域の開

発に関する公共事業に係る国の負担割合の特例に関する法律施行令」（昭和 36 年

政令第 258 号）第３条第２項の規定により例外的に認められる翌々年度交付が常

態化していることから、事業実施主体の財政運営に支障が生じないよう、原則で

ある事業年度の翌年度に交付されたいこと。 

 

７ 鳥獣被害対策の推進（同旨環境省） 

  鳥獣被害対策を推進するため、鳥獣被害防止総合対策交付金について所要の国

費を確保するとともに、地方公共団体による有害鳥獣の捕獲及び鳥獣被害対策を

実施するための人材の確保に向けた取組について必要な財政措置を講じられたい

こと。 

 

（林野庁） 

１ 林業公社の抜本的な経営対策等の推進 

  林業公社の経営対策については、引き続き、不採算分収林の契約解除に向けた

取組への積極的な支援により義務的繰上償還（補償金なし）を推進する等、一層

の債務返済が図られるよう取り組むとともに、より効果的な対策を検討されたい

こと。 

特に、林業公社の更なる経営改善のため、利子負担軽減対策として、利率の高

い日本政策金融公庫資金の繰上償還（補償金なし）や無利子である森林整備活性

化資金の拡充等について、引き続き、その実現に向け努力されたいこと。 

さらに、林業公社の経営健全化のための方針に基づく施業コストの低減や販路

拡大等の取組をはじめ、林業公社が行う経営健全化の取組について適切な支援を

行われたいこと。 

あわせて、林業公社の廃止等により都道府県が引き受けた債務についても、一

層の債務返済及び利子負担軽減が図られるよう、効果的な対策を検討されたいこ

と。 

 

（経済産業省） 

１ 外国人材の受入れ環境整備の推進（同旨内閣官房、内閣府、消費者庁、出入国

在留管理庁、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省）  

 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和３年６月 15 日外国人

材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）等を踏まえた取組を進めるに当た

っては、地方の意見を十分に踏まえつつ、地方公共団体が地域の実情に応じ、外

国人児童生徒等への支援体制の整備等の必要な事業を円滑に実施できるよう、所

要の財源の確保をはじめ、必要な措置を講じられたいこと。 

 また、外国人受入環境整備交付金については、地方の意見を十分に踏まえ、補

助要件の緩和を図られたいこと。 
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２ 地域脱炭素を実現するための取組の推進（同旨内閣官房、内閣府、文部科学省、

農林水産省、国土交通省、環境省） 

  「地域脱炭素ロードマップ」（令和３年６月９日国・地方脱炭素実現会議決定）

等を踏まえた地域脱炭素を実現するための取組を進めるに当たっては、地方の意

見を十分に踏まえ、総合的な交付金の創設等の必要な措置を講じられたいこと。 

 

（国土交通省） 

１ 孤独・孤立対策の推進（同旨内閣官房、復興庁、内閣府、警察庁、消費者庁、

出入国在留管理庁、文部科学省、厚生労働省） 

  孤独・孤立対策の重点計画の策定に当たっては、地方の意見を十分に踏まえる

とともに、地方公共団体が地域の実情に応じ必要な事業を円滑に実施できるよう、

所要の財源の確保をはじめ、必要な措置を講じられたいこと。 

 

２ 外国人材の受入れ環境整備の推進（同旨内閣官房、内閣府、消費者庁、出入国

在留管理庁、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省）  

 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和３年６月 15 日外国人

材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）等を踏まえた取組を進めるに当た

っては、地方の意見を十分に踏まえつつ、地方公共団体が地域の実情に応じ、外

国人児童生徒等への支援体制の整備等の必要な事業を円滑に実施できるよう、所

要の財源の確保をはじめ、必要な措置を講じられたいこと。 

 また、外国人受入環境整備交付金については、地方の意見を十分に踏まえ、補

助要件の緩和を図られたいこと。 

 

３ 地域脱炭素を実現するための取組の推進（同旨内閣官房、内閣府、文部科学省、

農林水産省、経済産業省、環境省） 

  「地域脱炭素ロードマップ」（令和３年６月９日国・地方脱炭素実現会議決定）

等を踏まえた地域脱炭素を実現するための取組を進めるに当たっては、地方の意

見を十分に踏まえ、総合的な交付金の創設等の必要な措置を講じられたいこと。 

 

４ 水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保に向けた取組の推進（同旨厚生労

働省、農林水産省、環境省） 

地方公共団体の水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保のため、広域化等

の推進や施設の老朽化対策に必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の財源を

確保されたいこと。 

 

５ 地域の安全・安心を確保するためのインフラ老朽化対策の推進（同旨農林水産

省） 

  地域の安全・安心を確保するため、地方公共団体が道路をはじめとするインフ

ラの老朽化対策に係る事業を早期かつ円滑に実施できるよう、所要の財源を確保

するとともに、事業の進捗が遅れている市町村への支援など必要な措置を講じら

れたいこと。 
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６ 直轄事業に係る事前協議及び事業費管理の徹底（同旨農林水産省）  

  地方公共団体に対する説明責任の観点から、直轄事業の計画・実施・変更に係

る地方公共団体との事前協議については、地方の意見を十分反映できるよう、協

議の方法や回数等の工夫によりその内容を充実させるとともに、あらかじめ十分

な時間的余裕をもって行われたいこと。 

また、当初計画における工期及び事業費を超えて事業が行われることがないよ

う、効率的な事業実施及びコスト縮減を徹底されたいこと。 

 

７ 後進地域の開発に関する公共事業の補助率差額の交付方法の改善（同旨農林水

産省） 

  後進地域における開発指定事業に係る補助率差額については、「後進地域の開

発に関する公共事業に係る国の負担割合の特例に関する法律施行令」（昭和 36 年

政令第 258 号）第３条第２項の規定により例外的に認められる翌々年度交付が常

態化していることから、事業実施主体の財政運営に支障が生じないよう、原則で

ある事業年度の翌年度に交付されたいこと。 

 

８ 社会資本整備総合交付金制度の改善等  

社会資本整備総合交付金については、地方の意見を十分に踏まえつつ、引き続

き、政策的に優先すべき事業を明確化した上で重点的に交付金を配分する取組を

進めるとともに、所要の国費を確保されたいこと。 

 

（環境省） 

１ 地域脱炭素を実現するための取組の推進（同旨内閣官房、内閣府、文部科学省、

農林水産省、経済産業省、国土交通省） 

  「地域脱炭素ロードマップ」（令和３年６月９日国・地方脱炭素実現会議決定）

等を踏まえた地域脱炭素を実現するための取組を進めるに当たっては、地方の意

見を十分に踏まえ、総合的な交付金の創設等の必要な措置を講じられたいこと。 

 

２ 水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保に向けた取組の推進（同旨厚生労

働省、農林水産省、国土交通省） 

地方公共団体の水道事業及び下水道事業の持続的経営の確保のため、広域化等

の推進や施設の老朽化対策に必要な事業を円滑に実施できるよう、所要の財源を

確保されたいこと。 

 

３ 鳥獣被害対策の推進（同旨農林水産省） 

  鳥獣被害対策を推進するため、鳥獣被害防止総合対策交付金について所要の国

費を確保するとともに、地方公共団体による有害鳥獣の捕獲及び鳥獣被害対策を

実施するための人材の確保に向けた取組について必要な財政措置を講じられたい

こと。 
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